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災害対策特別委員会 
 

第三特別調査室 

（災害対策特別委員会担当） 

Ⅰ 所管事項の動向 

１ 最近の自然災害をめぐる状況 

(1) 我が国における自然災害の状況 

 我が国は、その位置、地形、気象等の自然的条件から、暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、

崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑り等による災害が発生しやすい環境にある。 
 

最近の我が国の主な自然災害 

年   月   日 災   害   名 主 な 被 災 地 等 
死者・行方 

不明者数(人) 

R元年 6月18日 山形県沖を震源とする地震（M6.7） 山形県、新潟県 ０ 

   6月28日～ 7月 5日 ６月下旬からの大雨 鹿児島県 ２ 

   7月17日～22日 梅雨前線に伴う大雨及び令和元年台風第５号 西日本、東日本 １ 

   8月12日～16日 令和元年台風第10号 西日本を中心とする全国 ２ 

   8月26日～29日 令和元年８月の前線に伴う大雨 九州北部地方（特に佐賀） ４ 

   9月 7日～ 9日 令和元年房総半島台風 関東地方（特に千葉）、伊豆諸島 ９ 

   10月10日～13日 令和元年東日本台風 東北地方、関東甲信地方 １０８ 

 2年 7月 3日～31日 令和２年７月豪雨 九州地方を中心とする全国（特に熊本） ８８ 

   9月 4日～ 7日 令和２年台風第10号 九州地方 ６ 

   11月～ 3年 4月 令和２年11月からの大雪等 北海道、東北及び北陸地方等 １１０ 

 3年 2月13日 福島県沖を震源とする地震（M7.3） 福島県、宮城県 ２ 

   7月 1日～14日 ７月１日からの大雨（熱海市土石流災害等） 全国（特に静岡） ２８ 

   8月11日～23日 ８月の大雨 九州地方を中心とする全国（特に佐賀、福岡） １３ 

※死者数については、災害関連死を含む。 

＜令和３年版防災白書、内閣府資料、消防庁資料より作成＞ 

 

(2) 令和３年７月１日からの大雨 

 令和３年６月末から７月上旬にかけて、梅雨前線が西日本から東日本に停滞し、梅雨前線

に向かって暖かく湿った空気が次々と流れ込んで大気の状態が不安定となったため、西日本

から東北地方の広い範囲で大雨となった。 

 ７月１日には伊豆諸島で線状降水帯が発生して、日降水量が300㎜を超える大雨となり、

同月２日から３日にかけては東海地方から関東地方を中心に断続的に雨が降り、静岡県の複

数の地点で72時間降水量の観測史上１位の値を更新するなど記録的な大雨となった。その後

も同月７日から同月12日にかけて、全国各地で大雨となった。 

 この大雨の影響により、静岡県熱海市で盛土が崩落して土石流が発生するなど1、各地で河

川の氾濫、浸水害、土砂災害等が発生し、死者・行方不明者28名、住家被害3,278棟（令和３

年10月４日付消防庁資料）の被害となった。 

                            
1 熱海市における土石流被害を受け、政府は、盛土の総点検と災害防止のための対応方策に関して、関係行政

機関相互の緊密な連携と協力の下で推進するため、同年８月から「盛土による災害防止のための関係府省連

絡会議」を開催している。また、内閣府は、これと並行して、関係府省における盛土の総点検等を踏まえた対

応方策等について、有識者による専門的な調査審議を行うため、同年９月、「盛土による災害の防止に関する

検討会」を設置した。同検討会は、本年 12月頃に取りまとめを行う予定である。 
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 政府は、同月３日、特定災害対策本部を設置し、同月５日には非常災害対策本部に切り

替えて対応に当たった2。また、この大雨による災害を「激甚災害」3に指定するとともに、

「令和３年７月１日からの大雨に係る支援策とりまとめ」を決定した。 

 

２ 国土強靱化の推進 

(1) 強靱化法及び強靱化基本計画 

 東日本大震災後、大規模自然災害等への備えについて、最悪の事態を念頭に置き、従来

の狭い意味での「防災」の範囲を超えて、国土政策・産業政策も含めた総合的な対応を行

い、強靱な国づくりを進めていく必要性が認識された。 

 平成25年12月（第185回国会）に、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靱化基本法」（平成25年法律第95号。以下「強靱化法」という。）が

成立した。強靱化法は、国土強靱化の推進に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らか

にし、国土強靱化に係る国の他の計画の指針となる「国土強靱化基本計画」（以下「強靱化

基本計画」という。）の策定など国土強靱化に関する施策の基本となる事項を定めるととも

に、内閣に国土強靱化推進本部を設置することを定めている。 

 強靱化法に基づき、国土強靱化推進本部は、45の「起きてはならない最悪の事態」を想

定した上で、施策分野（個別施策分野と横断的分野）ごとに、国土の健康診断に当たる「脆

弱性評価」を行い、その結果を受けて政府は、強靱化基本計画を閣議決定している4。なお、

強靱化基本計画においては、毎年度の国土強靱化に係る施策の進捗を評価し、これを踏ま

えて取り組むべき方針を取りまとめた計画を年次ごとに策定することとされており、令和

３年６月、国土強靱化推進本部において「国土強靱化年次計画2021」が決定された。 

 

(2) 防災・減災、国土強靱化のための取組 

ア 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策 

 強靱化法等に基づく取組は着実に推進されてきているが、近年の自然災害の頻発化・激

甚化等を受け、自然災害に事前から備え、国民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靱

化は、一層重要性が増しており、喫緊の課題となっている。また、最近では、自然災害に

より、国民の生活・経済に欠かせない重要なインフラがその機能を喪失し、国民の生活や

経済活動に大きな影響を及ぼす事態が発生している。これらを教訓とし、自然災害時にお

ける重要インフラ等の機能維持のための対策を実施することが急務であるとして、平成30

年12月、政府は、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」5を定め、特に緊急に

                            
2 令和３年５月 20 日に施行された「災害対策基本法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 30 号）によ

り、特定災害対策本部の設置が可能となり、非常災害対策本部の本部長が内閣総理大臣に改められてから、と

もに初めての事例となった。４(1)避難対策（災害対策基本法、避難情報に関するガイドライン）等 参照。 
3 ４(4)激甚災害制度 参照 
4 強靱化基本計画はおおむね５年ごとに見直しを行うものとされている。平成 26 年６月に閣議決定された強

靱化基本計画は、平成 30 年に実施された脆弱性評価の結果を踏まえ、同年 12 月に全部を変更することが閣

議決定された。 
5 重要インフラの緊急点検を実施した結果等を踏まえ、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、

３年間で集中的に実施することとして取りまとめられたものであり、民間事業者等による事業も含め、おお
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実施すべき施策について３年間（平成30年度～令和２年度）で集中的に実施することとし

た。３か年緊急対策の完了を踏まえた成果については、「国土強靱化年次計画2021」におい

て、全体としては目標はおおむね達成した6と評価できるとされている。 

 

イ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 

 政府は、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国

土強靱化の取組の加速化・深化を図る必要があり、また、国土強靱化の施策を効率的に進

めるためにはデジタル技術の活用等が不可欠であるとして、令和２年12月、「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」を閣議決定した。同対策は、「激甚化する風水害や

切迫する大規模地震等への対策」、「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老

朽化対策の加速」、「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」

の各分野について取組の更なる加速化・深化を図ることとし、令和３年度から７年度まで

の５か年に追加的に必要となる事業規模（おおむね15兆円程度）等を定め、重点的かつ集

中的に対策を講ずることとしている。 

 

３ 大規模地震への対策 

 我が国において、近い将来の発生の切迫性が指摘されている南海トラフ地震、日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震、首都直下地震については、各関係法令に基づき、対策を講ずべき

地域の指定、行政機関や民間事業者等による防災対策の推進に係る計画の策定等が行われて

いる。 

 

(1) 南海トラフ地震対策 

ア 南海トラフ法に基づく地震対策 

 駿河湾から四国沖を経て日向灘に至る南海トラフ沿いで発生する大規模な地震7につい

ては、以前はその地震発生の切迫性等の違いから東海地震と東南海・南海地震のそれぞれ

について、個別に対策が進められていた。しかし、過去の同地域における地震の発生状況、

最新の科学的な知見等も踏まえて、南海トラフ沿いで東海、東南海、南海地震が同時に発

生することを想定した地震対策を進める必要性が高まった。 

 平成26年３月には、中央防災会議において、「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法」8（平成14年法律第92号）に基づき、国の南海トラフ地震の地震防災

対策の推進に関する基本的方針及び基本的な施策に関する事項等を定める「南海トラフ地

                            
むね７兆円程度を目途とする事業規模をもって目標の達成を図ることとされた。 

6 全 160 項目の緊急対策のうち、所定の目標を達成したものは 141項目、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響や現場条件等による計画・工程の変更等により、一部に遅れがあるものの目標達成の目途がついているも

のが 12項目で、残り７項目の緊急対策については、関係省庁において目標の達成に向けて対応を検討し、早

期に結論を得た上で、速やかに実施するとしている。 
7 政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会の評価では、今後 30 年以内にＭ８～９クラスの地震が発生す

る確率は 70～80％とされている。 
8 平成 25年 11 月（第 185回国会）、「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」が改

正され、題名も本文のとおりに改められた。 
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震防災対策推進基本計画」（以下「南海トラフ基本計画」という。）が策定されるとともに、

「南海トラフ地震防災対策推進地域」（29都府県707市町村）及び「南海トラフ地震津波避

難対策特別強化地域」（14都県139市町村）が指定された。 

 

イ 南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応の検討 

 平成30年３月に、「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ」9

が設置され、南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の防災対応の在り方や、防災対

応を実行するに当たっての社会的な仕組み等について検討が進められた。同年12月に取りま

とめられた報告では、南海トラフ沿いで異常な現象が観測され大規模地震発生の可能性が平

常時と比べて高まっていると評価される３つのケースを整理した上で、各ケースにおける住

民や企業等の防災対応の方向性、防災対応実施のための仕組みや配慮事項等を示している。 

防災対応をとるべき３つのケースと各ケースの防災対応の考え方 

 

 半割れケース 一部割れケース ゆっくりすべりケース 

特性 ○南海トラフ沿いにおける「半割れケース」を含む大規模地震の発生頻度は

100～150年程度に１度 

○南海トラフ沿いの大規模地震のうち直近２事例は、それぞれ約２年、約32

時間の時間差をもって連続してＭ８以上の地震が発生 

○世界の事例では、Ｍ8.0以上の地震発生後１週間以内にＭ８クラス以上の地

震が発生する頻度は十数回に１回程度 

○南海トラフ沿いにおける発生頻度は15

年程度に１度 

○南海トラフ沿いにおける「一部割れケー

ス」に相当する地震の直近７事例では、そ

の後大規模地震が発生した事例はない 

○世界の事例では、Ｍ7.0以上の地震発生

後１週間以内にＭ８クラスの地震が発

生する頻度は数百回に１回程度 

○南海トラフでは前例のない事例 

○現時点において大規模地震の発

生の可能性の程度を定量的に評

価する手法や基準はない 

社会の状況 ○被災地域では、応急対策活動を実施 

○被災地域以外では、大きな被害は発生しないものの、沿岸地域では大津波

警報・津波警報が発表され、住民は避難 

○震源付近の地域では大きな揺れを感じ

るとともに、一部の沿岸地域では避難 

○「半割れケース」と比較して、大きな被

害は発生しない 

○南海トラフでは前例のない事例

として学術的に注目され、社会

的にも関心を集めている 

住民の対応 沿岸域等の避難を前提とした防災対応を実施 

○地震発生後の避難で明らかに避難が完了できない地域の住民は避難 

○地震発生後の避難では間に合わない可能性がある地域の要配慮者は避難し、

それ以外の者は、避難の準備を整え、個々の状況等に応じて自主的に避難 

○それ以外の地域の住民は、日頃からの地震への備えを再確認する等 

地震への備えの再確認等を中心とした防

災対応を実施 

○日頃からの地震への備えを再確認する

等（必要に応じて避難を自主的に実施） 

地震への備えの再確認等を中心と

した防災対応を実施 

○日頃からの地震への備えを再確

認する等 

企業の対応 ○不特定多数の者が利用する施設や、危険物取扱施設等については、出火防

止措置等の施設点検を確実に実施 

○大規模地震発生時に明らかに従業員等の生命に危険が及ぶ場合には、それ

を回避する措置を実施 

○それ以外の企業についても、日頃からの地震への備えを再確認する等 

※トータルとして被害軽減・早期復旧できる措置を可能な限り推奨 

○日頃からの地震への備えを再確認する

等 

※トータルとして被害軽減・早期復旧でき

る措置を可能な限り推奨 

○日頃からの地震への備えを再確

認する等 

 

※トータルとして被害軽減・早期

復旧できる措置を可能な限り推

奨 

                            
9 中央防災会議「防災対策実行会議」の下に設置された。 
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最も警戒 

する期間 

○１週間を基本 

○その後、「一部割れケース」の防災対応を１週間取ることを基本 

○１週間を基本 ○すべりの変化が収まってから、変

化していた期間と概ね同程度の期

間が経過するまで 

＜内閣府資料＞ 

 令和元年５月31日には、中央防災会議が、同報告等を踏まえた南海トラフ基本計画の変

更を決定した10。変更された南海トラフ基本計画では、国及び地方公共団体等がとるべき防

災対応として、気象庁により「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」が発表された場

合は、後発地震に対して１週間警戒する措置をとることや、防災対応を実行するに当たっ

ての仕組みとして、緊急災害対策本部長（内閣総理大臣）は、地方公共団体の長に対して、

後発地震に備えて１週間警戒する措置をとるべき旨を指示すること等が示されている。 

 なお、令和元年６月、内閣府から、最新のデータに基づく被害想定の再計算の結果が公

表された。新たな被害想定では、死者最大23万１千人、全壊・焼失棟数最大209万４千棟、

経済的被害最大213.7兆円とされている。 

 

(2) 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策 

 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震は、房総半島の東方沖から三陸海岸の東方沖を経て

択捉島の東方沖までの日本海溝及び千島海溝並びにその周辺の地域における地殻の境界又

はその内部を震源とする大規模な地震である。 

 これらの地域における地震については、「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法」（平成16年法律第27号）に基づき、国の地震防災対策

の推進に関する基本的方針等を定める「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進

基本計画」が策定されるとともに、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

（１道４県117市町村）が指定されている。 

 一方、東日本大震災の教訓等を踏まえて地震防災対策の見直しが進められる中で、日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震についても、「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検

討会」11において、科学的知見に基づき考えられ得る最大クラスの地震・津波断層モデルの

設定や、想定される震度の分布、沿岸での津波の高さの推計等の検討が進められ、令和２

年４月に概要報告が公表された。 

 これらの検討結果を踏まえ、被害想定及び被害を軽減するための防災対策等の検討を行

うため、「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ」12が設置され

た。同ワーキンググループでは、まず、この巨大地震で想定される津波や揺れによって生

じる被害の様相等を検討し、それを踏まえて、巨大地震が生じた際の課題等を整理し、特

に冬季には積雪寒冷地特有の被害が想定されることも考慮に入れて、巨大地震対策の基本

的な考え方を検討することとしている。また、日本海溝では、平成23年の東北地方太平洋

沖地震において、本震の２日前にＭ7.3の前震が発生した事例（一部割れケース）があるこ

                            
10 南海トラフ基本計画は、その後、令和３年５月に施行された災害対策基本法等の改正等を踏まえ、同年５月

にも変更されている。 
11 平成 27 年２月、内閣府に設置された。 
12 令和２年４月、中央防災会議「防災対策実行会議」の下に設置された。 
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とから、南海トラフ地震と同様、観測データ等による巨大地震への注意等の防災対応13が可

能かどうか、「日本海溝・千島海溝沿いにおける異常な現象の評価基準検討委員会」14にお

いて検討が進められている。同検討委員会は、令和３年内に報告書を取りまとめることと

しており、同ワーキンググループは同検討委員会の報告書も踏まえて対策を取りまとめる

こととしている。 

 

(3) 首都直下地震対策 

 首都圏において、大規模な首都直下地震15が発生し、政治、行政及び経済の中枢機能に障

害が生じた場合、我が国全体にわたって国民生活及び経済活動に支障が生じるとともに、

その影響が海外に波及することが懸念される。また、首都圏に集中している膨大な人的・

物的資源への被害も懸念されるところである。 

 平成25年12月に「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」16が示した被害想定では、

死者は最大約２万３千人、全壊・倒壊家屋は最大約61万棟、経済的被害は最大約95兆円と

されている。 

 平成26年３月には、「首都直下地震対策特別措置法」（平成25年法律第88号）17に基づき、

首都中枢機能の維持をはじめとする首都直下地震に関する施策の基本的な事項を定める

「首都直下地震緊急対策推進基本計画」18及び首都直下地震発災時に政府が業務を円滑に

継続するための対応方針や執行体制を定める「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」が

策定されるとともに、「首都直下地震緊急対策区域」（10都県の309市区町村）及び「首都中

枢機能維持基盤整備等地区」（東京都の千代田区、中央区、港区及び新宿区）が指定された。 

 また、他の地域での大規模地震と比して特に問題となる帰宅困難者等対策19について、内

閣府と東京都が、関係機関の協力を得て、平成23年９月に「首都直下地震帰宅困難者等対

策協議会」を設置し、同協議会は、平成24年９月、一斉帰宅の抑制、一時滞在施設の確保

及び駅周辺等における混乱防止などを内容とする最終報告を取りまとめた。内閣府は、平

成27年３月、最終報告を基に、その後の検討も踏まえ、特に重要と考えられる事項を取り

まとめ、官民が連携して帰宅困難者対策の検討を行う際の参考となるよう、「大規模地震の

発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」を策定した。 

 帰宅困難者対策については、近年の鉄道など公共交通機関の耐震対策の進展や、スマー

                            
13 ３(1)イ 南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応の検討 参照 
14 令和３年８月、「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ」の下に設置された。 
15 政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会の評価では、今後 30 年以内に南関東でＭ７クラスの地震が起き

る確率は70％程度とされている。 
16 平成 24 年３月、中央防災会議「防災対策推進検討会議」の下に設置された。 
17 平成 25 年 11 月（第 185 回国会）、首都直下地震が発生した場合において首都中枢機能の維持を図るととも

に、首都直下地震による災害から国民の生命、身体及び財産を保護することを目的として成立した。 
18 平成 27 年３月 31日、「首都直下地震緊急対策推進基本計画」の変更が閣議決定され、今後 10年間で達成す

べき減災目標等が設定された。 
19 東日本大震災では、首都圏において約 515万人（内閣府推計）の帰宅困難者が発生し、首都直下地震発生時

に備え、帰宅困難者等対策を一層強化する必要性が顕在化した。なお、「首都直下地震対策検討ワーキンググ

ループ」の最終報告では、平日の 12時に都心南部直下の地震が発生した場合、東京都市圏で約 1,700 万人の

帰宅困難者が発生すると想定されている。 
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トホンの普及などデジタル化の進展により個人への情報提供方法が多様化したことなどの

社会状況の変化、令和３年10月の千葉県北西部を震源とする地震において、鉄道の一時運

行停止により多くの人が深夜遅くまで駅周辺に滞留する事態となったこと等を踏まえ、内

閣府は、同年11月、被災状況や公共交通機関の運行状況等に応じた帰宅方法等を検討する

ため、「首都直下地震帰宅困難者等対策検討委員会」を設置した。内閣府は、同委員会にお

いて来年夏頃をめどに対応方針を取りまとめ、その後、「大規模地震の発生に伴う帰宅困難

者対策のガイドライン」の改定などを進めることとしている。 

 

４ 災害に関する法制度等の動向 

(1) 避難対策（災害対策基本法、避難情報に関するガイドライン）等 

 市町村長には、「災害対策基本法」（昭和36年法律第223号）により、災害が発生するおそ

れがある場合等において必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難指示等を

発令する権限が付与されており、多くの市町村は、内閣府の策定した「避難情報に関する

ガイドライン」20を参考にして避難指示等の発令基準を定めている。 

 同ガイドラインは、災害の教訓等を踏まえて度々改定されており、平成31年３月には、

「平成30年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ」21が平

成30年12月に取りまとめた報告22を踏まえ、水害・土砂災害等からの住民の主体的な避難行

動を支援するため、防災情報からとるべき行動を直感的に理解できるものとするよう、避

難のタイミングについて「警戒レベル」を５段階に整理し、各段階ごとに住民がとるべき

行動を明確化する等の改定が行われた。同ガイドラインの改定等を踏まえ、気象庁等は、

令和元年５月29日から、相当する警戒レベルを記載した土砂災害警戒情報や指定河川洪水

予報の発表を開始した23。 

 しかしながら、令和元年東日本台風（台風第 19号）等で、行政による避難情報や避難の

呼びかけが分かりにくいとの課題や、タイミングや避難場所等広域避難の困難さが顕在化

したことを受け、「令和元年台風第 19号等による災害からの避難に関するワーキンググル

ープ」24が設置された。同ワーキンググループは、令和２年３月、令和２年出水期までに避

難行動を促す普及啓発活動として「避難の理解力向上キャンペーン」を全国で展開するこ

と等の対応策を示すとともに、避難勧告・避難指示（緊急）について地方公共団体の意見

を踏まえた制度上の整理、災害発生前に大規模広域避難を円滑に行うための仕組みの制度

化、高齢者等の避難の実効性確保に向けた更なる促進方策については引き続き議論・検討

                            
20 平成 29 年１月の改定により、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」から「避難勧告等に

関するガイドライン」に名称が変更され、令和３年５月の改定により、現在の名称に変更された。 
21 平成30年10月、中央防災会議「防災対策実行会議」の下に設置された。 
22 同報告においては、今後の対策として、「自らの命は自らが守る」意識の徹底や地域の災害リスクと住民の

とるべき避難行動を周知するための防災教育・避難訓練等の実施の必要性が提起されるとともに、住民に避

難を促すための切迫感を持った伝え方を含めた「避難勧告等に関するガイドライン」の改定の方向性が示さ

れた。 
23 警戒レベルを付した防災情報は、令和元年６月７日の前線による大雨において、広島県、山口県及び愛媛県

の一部市町村で初めて出され、その後の大雨や台風による災害においても出されている。 
24 令和元年 12月、中央防災会議「防災対策実行会議」の下に設置された。 
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を行うこととする旨の報告を公表した。 

 同報告を受け、引き続き議論する場として、同ワーキンググループの下に、「令和元年台

風第 19 号等を踏まえた避難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググループ」及び

「令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ」

が設置され、両サブワーキンググループは、令和２年 12月、各々の最終とりまとめを公表

した。 

 避難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググループの最終とりまとめは、避難の

タイミングを明確にするため警戒レベル４の避難勧告と避難指示（緊急）を「避難指示」

に一本化すること、避難場所等への避難が安全にできない場合に自宅や近隣の建物で緊急

的に安全確保するよう促す情報を警戒レベル５「緊急安全確保」として位置付けること、

早期の避難を促すターゲットを明確にするため警戒レベル３の名称を「高齢者等避難」に

見直すこと、広域避難を円滑に行うために「災害が発生するおそれ」の段階での国の災害

対策本部設置を制度化すること等を内容としている。また、高齢者等の避難に関するサブ

ワーキンググループの最終とりまとめは、災害時の避難支援等について避難行動要支援者

ごとに定める個別計画の策定を更に促進するため、制度的な位置付けを明確化すること、

福祉避難所25について事前に受入れ者の調整を行い直接の避難を促進するとともに、受入

対象者を特定する公示制度を創設すること等を内容としている。 

 これらを踏まえて、令和３年３月、第 204 回国会に「災害対策基本法等の一部を改正す

る法律案」が提出され、同年４月に成立した（同年５月 20日施行）。改正の主な内容は、

以下のとおりである。 

① 災害時における円滑かつ迅速な避難の確保 

・避難勧告・避難指示の避難指示への一本化及び緊急安全確保の指示の創設 

・市町村による避難行動要支援者に係る個別避難計画の作成の努力義務化 

・災害が発生するおそれの段階での国の災害対策本部の設置、その場合における災害救

助法の適用（後段については災害救助法の改正） 

・広域避難に係る居住者の受入れ等に関する規定の整備 

② 災害対策の実施体制の強化 

・中央防災会議の委員に内閣危機管理監を追加 

・非常災害対策本部の本部長を防災担当大臣から内閣総理大臣に変更 

・非常災害に至らない災害における特定災害対策本部（本部長：防災担当大臣その他の

国務大臣）の設置 

・内閣府における防災担当大臣の必置化（内閣府設置法の改正） 

 また、内閣府は同年５月、両サブワーキンググループの最終とりまとめ及び改正法を踏

まえて、「避難勧告等に関するガイドライン」を改定し、題名も「避難情報に関するガイド

ライン」に改めるとともに、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」を改定

                            
25 高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者が円滑に利用することができ、相談・助言その他の支援を受けること

ができる体制が整備されるなど、一定の基準に適合する避難所をいう。 
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したほか、災害対策基本法施行規則を改正し、福祉避難所の公示制度を創設した。 

５段階の警戒レベル 

 
 

 

(2) 災害救助法による救助 

 「災害救助法」（昭和 22年法律第 118 号）は、一定規模以上の災害が発生した場合等26に

適用され、現に救助を必要とする者に対し、避難所の設置や応急仮設住宅の供与、食品の

給与や飲料水の供給、住宅の応急修理などの救助が、原則として現物により行われる。 

 同法に基づく救助は、都道府県知事等27が行い、市町村長がこれを補助して実施すること

とされており28、救助の程度、方法及び期間は、「災害救助法による救助の程度、方法及び

期間並びに実費弁償の基準」（内閣府告示）に従って都道府県知事等が定めることになって

いる。令和元年房総半島台風（台風第 15号）等により、多くの家屋に被害が生じ、被災者

の日常生活に著しい支障が生じたことから、内閣府は、令和元年 10月、同基準を改正し、

住宅の応急修理については、これまでの内容29に加え、準半壊30の場合も 30 万円以内で同

法による救助が認められた（令和元年８月 28日から適用）。 

 また、住宅の応急修理については、工事業者の不足等により修理期間が長期化し、その

                            
26 令和３年の第 204回国会で成立した「災害対策基本法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 30号）に

より、災害が発生するおそれがある場合で、国の災害対策本部（特定・非常・緊急）が設置されたときにも適

用することが可能になった（令和３年５月 20日施行）。 
27 平成 30 年の第 196 回国会で成立した「災害救助法の一部を改正する法律」（平成 30 年法律第 52 号）によ

り、内閣総理大臣が指定する救助実施市については、救助実施市の長が実施することとされた（平成 31年４

月１日施行）。令和２年４月１日現在で、12市が救助実施市に指定されている。 
28 救助に関する事務の市町村長への委任は可能 
29 ①住家が半壊（焼）し、自らの資力では応急修理ができない者、②大規模な補修を行わなければ居住するこ

とが困難な程度に住家が半壊（焼）した者（いわゆる大規模半壊）、が対象で、費用は１世帯当たり 595,000

円以内 
30 損害割合が 10％以上 20％未満。なお、各区分の損害割合は、全壊が 50％以上、大規模半壊が 40％以上 50％

未満、中規模半壊が 30％以上 40％未満、半壊が 20％以上 30％未満、準半壊に至らない（一部損壊）が 10％

未満となっている。 

＜内閣府資料＞ 
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間、被災者が避難所生活等を継続せざるを得ない事例が多数存在することが課題となって

いた。これまでは、応急修理と応急仮設住宅への入居との併給は認められていなかった31

が、令和２年７月豪雨の被災地方公共団体から、応急修理期間中の被災者の住まいの確保

を求める声があったこともあり、令和２年７月、内閣府は、応急修理の期間が１月を超え

ると見込まれる者であって、自宅が半壊以上の被害を受け、他の住まいの確保が困難な者

を対象に、災害の発生の日から原則６月まで応急仮設住宅への入居を可能とする事務連絡

を発出した。さらに、修理期間についても、災害の発生の日から１月以内とされている完

了期限を延長する取扱いが行われてきた 31ことを踏まえ、同年６月、内閣府は、救助の実

施基準を改正し、救助期間を３月以内（国の災害対策本部が設置された場合には６月以内）

に改めた。 

 他方、令和２年８月、内閣府は、近年、頻発化・激甚化する災害への対応に必要不可欠

なボランティアの調整等を後押しすることで、公助による救助の円滑化・効率化を図るた

め、災害ボランティアセンターで行う救助とボランティア活動の調整事務に係る人員を確

保するための経費について、同法の国庫負担の対象とすることを決定した（令和２年７月

豪雨以降の災害に適用）。 

 

(3) 被災者生活再建支援制度 

 災害時の具体的な被災者支援策については、市町村と連携しつつ、都道府県が重要な役

割を担い、国がそれを支援する仕組みとなっている。 

 住宅被害を受けた被災者には、 

①一定規模以上の自然災害により、居住する住宅が全壊するなど生活基盤に著しい被害を

受けた世帯に対しては、「被災者生活再建支援法｣（平成10年法律第66号）に基づき、都

道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被災地方公共団体が一定の支援

金を支給し32、それに対して国が一定の補助を行う33 

②同法の適用に至らない被害であった地域については、必要に応じて被災地方公共団体が

支援金等による被災者支援などの措置を講じる34 

という枠組みにより支援が行われてきている。 

 同法に基づき、住宅の被害程度に応じて支給される基礎支援金として、全壊等の世帯に

は 100 万円、大規模半壊世帯には 50 万円が支給されるとともに、住宅の再建方法に応じ

て支給される加算支援金として、居住する住宅を建設・購入する世帯には 200 万円、補修

する世帯には 100 万円、民間住宅を賃借する世帯には 50 万円が支給され、基礎支援金と

                            
31 これらの点について、令和２年３月 31 日、総務省行政評価局は、「災害時の「住まい確保」等に関する行政

評価・監視－被災者の生活再建支援の視点から－結果報告書」に基づき、併給を可能とすべきこと、救助期間

を見直すことを内閣府に勧告していた。 
32 支援金の支給に関する事務は、（公財）都道府県センターに委託されている。 
33 このほか、地方公共団体が独自に支援を行っている場合もある。 
34 同法適用災害と同一災害で、同法の適用要件が満たされなかった市町村の被災者に対し、都道府県が同法と

同等の範囲内で独自の支援を行った場合には、都道府県による支援金支給額の 1/2 が特別交付税により措置

される。 
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加算支援金を合わせて、最高で 300 万円が支給される。 

 平成 30 年 11 月、全国知事会は、支援金の支給対象を半壊世帯まで拡大すること等を内

容とする「被災者生活再建支援制度の充実と安定を図るための提言」を山本防災担当大臣

（当時）に提出した。これを受けて、内閣府と全国知事会において意見交換が重ねられ、

令和元年６月 25日から、実務者で構成される「被災者生活再建支援制度の在り方に関する

実務者会議」において、今後の同制度の在り方について検討が進められた。 

 さらに、令和２年７月豪雨の発生を受け、全国知事会から政府に対して緊急要望が行わ

れたことを踏まえ、内閣府と全国知事会は、同実務者会議の検討結果報告を取りまとめ、

公表した。 

 このような経緯を踏まえ、令和２年 11月（第 203 回国会）、被災者生活再建支援金の支

給対象となる被災世帯の範囲を、半壊35世帯のうち大規模半壊世帯には至らないが相当規

模の補修を要する世帯（中規模半壊世帯）まで拡大し、加算支援金として、建設・購入す

る世帯には 100 万円、補修する世帯には 50万円、民間住宅を賃借する世帯には 25万円を

支給すること、令和２年７月豪雨にも改正内容を遡及適用させること等を内容とする、被

災者生活再建支援法の改正が行われた（令和２年 12月４日施行）。 

 

(4) 激甚災害制度 

 激甚災害制度は、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（昭和 37

年法律第 150 号）に基づき、国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ、地方財政の負担の緩

和又は被災者に対する特別の助成を行うことが特に必要と認められる災害が発生した場合

に、政令により当該災害を激甚災害として指定し、併せて適用すべき措置も指定するもの

である。激甚災害に指定されると、公共土木施設等や農地等の災害復旧事業への国庫補助

のかさ上げ、「中小企業信用保険法」（昭和 25年法律第 264 号）による災害関係保証の特例

等、特別の財政援助又は助成措置が講じられる。 

 激甚災害には、①全国規模で指定基準を上回る規模となった災害について指定される激

甚災害（いわゆる「本激」）と、②市町村単位で指定基準を上回る規模となった災害につい

て指定される局地激甚災害（いわゆる「局激」）がある。 

 ①の本激は、その災害による被害に係る査定見込額等が所定の基準を超えた場合、地域

を指定することなく、その災害自体を激甚災害に指定する。 

 他方、②の局激は、被害の規模が全国的に見ればそれほどではなくても、ある特定地域

に激甚な被害を及ぼすような場合に対応する制度で、市町村における被害の額が所定の基

準を超えた場合、その災害と適用の対象となる地域の両方を指定する。局激の指定は、被

災規模と被災地方公共団体の標準税収入等を勘案する必要があるため、年度末に一括して

指定されることが通例であるが、災害発生時点で局激の要件を満たすことが明らかな場

合36は、年度末を待たずに速やかに指定される（早期局激指定）。 

                            
35 損害割合が 20％以上 50％未満。大規模半壊及び中規模半壊については脚注 30参照。 
36 査定見込額等が局地激甚災害指定基準の２倍超 
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 本激及び早期局激の指定は、被害に係る査定見込額等が一定の基準を上回る場合に行わ

れるものであり、関係施設の被害状況を的確に把握し、基準に照らして判断するため、一

定の期間37を要するが、政府は、被災地方公共団体が財政面に不安を感じることなく迅速に

災害復旧に取り組めるように早期に激甚災害指定を行うため、激甚災害の指定に関する政

令の閣議決定を待たずに中央防災会議の答申38を受けた段階での指定見込みの公表等、運

用の改善に取り組んできた。 

 平成 29 年 12 月には、中央防災会議幹事会は、激甚災害指定の更なる早期化に向け、被

害が甚大になる蓋然性が高いと判断される災害について、 

・内閣総理大臣又は防災担当大臣から関係省庁39へ、被災地方公共団体が行う激甚災害指

定に必要な調査に対し、国が積極的に支援するように指示 

・関係省庁は、被災地方公共団体の要望に応じて、被災状況調査の支援を行うとともに、

調査結果を取りまとめて、おおむね１週間ごとに内閣府へ報告 

・内閣府は、指定基準に達したものから順次、激甚災害の指定見込みを公表 

などの一連の取組を行うこととした。 

 これにより、災害の終息後、最速で１週間程度経った時点から指定見込みを公表するこ

とができるようになった40。 

 

(5) 災害関連義援金 

 災害に係る義援金は、寄附者が被災者を支援するために拠出したものであり、生活を再

建するための資金として被災者自らが使用することが期待される。それにもかかわらず、

被災者に対する債権の強制的な取立てとして差押え等の対象とすることは、寄附者が義援

金を拠出した趣旨に反することとなるため、大規模災害が発生した際には、義援金に係る

拠出の趣旨に鑑み、被災者等が自ら義援金を使用することができるよう、当該大規模災害

に係る義援金のみを対象として差押えを禁止する等の措置を講じることを内容とする法律

が、議員立法により制定されてきた41。 

 しかしながら、大規模災害が発生するたびに個別に立法措置を行うことについては、特

に国会の閉会中に迅速な対応が困難であること、対象となる災害の範囲が限定的となるこ

となどの懸念も各方面より示されていた。 

 このような経緯等42を踏まえ、令和３年６月、第204回国会において、これまで個別に制

                            
37 おおむね１～1.5か月 
38 激甚災害の指定に関する政令は、中央防災会議の諮問・答申を経て閣議決定される。 
39 国土交通省、農林水産省、経済産業省、文部科学省、厚生労働省等 
40 同決定に基づく運用の改善は、平成 30 年梅雨前線豪雨等（平成 30 年７月豪雨を含む。）による災害に初め

て適用され、その後の大規模災害においても同様の措置が取られている。 
41 これまでに５回、①東日本大震災関連義援金、②平成 28年熊本地震災害関連義援金、③平成 30年特定災害

関連義援金（平成 30 年６月 18 日に発生した大阪府北部を震源とする地震とその余震及び平成 30 年７月豪

雨）、④令和元年特定災害関連義援金（令和元年８月 26日から同月 29 日までの間の豪雨による災害、令和元

年台風第 15 号、令和元年台風第 19 号及び令和元年 10 月 24 日から同月 26 日までの間の豪雨による災害）、

⑤令和２年７月豪雨災害関連義援金、について制定されてきた。 
42 令和元年東日本台風（台風第 19 号）等を契機として制定された「令和元年特定災害関連義援金に係る差押
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定されてきた義援金差押禁止法の内容を一般法化し、地方公共団体を通じて被災者に交付

される全ての自然災害に係る義援金について差押え等を禁止する内容の「自然災害義援金

に係る差押禁止等に関する法律」（令和３年法律第64号）が議員立法により制定され（同月

11日施行）、同年１月１日以降に発生した自然災害に係る義援金から適用されている。 

 

 

 

 

                            
禁止等に関する法律」（令和元年法律第 74号）の附則においては、「差押えの禁止等の対象となる義援金の範

囲その他の義援金の差押えの禁止等の在り方については、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必

要な措置が講ぜられるものとする。」とされていた。 

内容についての問合せ先 

第三特別調査室 南首席調査員（内線68740） 


